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審査システム等の
電子化の推進

○ 道路管理者
・ 中部地方整備局
・ 県、政令市

（その他自治体）
・ NEXCO中日本
・ 名古屋高速

特車通行許可手続き等
の負担軽減・効率化

大型車の適正通行の促進・充実

効果的な指導取締り

○ 道路管理者
・ 中部地方整備局
・ 県、政令市

（その他自治体）
・ NEXCO中日本
・ 名古屋高速

○ 各県警察

効果的な広報活動
（制度の広報・周知）

○ 民間企業団体
・ 各県トラック協会
・ 東海商工会議所連合会

・ 中部経済連合会

○ 道路管理者
○ 各県警察

・ 特車通行制度不知の解消
・ 遵法意識の醸成

令和５年度 基本方針



（1） 主な活動結果
街頭活動 講習会等 広報媒体活動

４月 ・大型車通行適正化に向けた取締り（通年）
【道路管理者・各県警察・運輸局】

・道路情報便覧収録に係る道路管理者説明
会 【中部地方整備局、道路管理者】
・初任者向け研修会 【三重県】

・過積載防止等大型車通行適正化の啓発に係る会
員への案内 【静岡県トラック協会】
・X（旧ツイッター）に車両制限令遵守啓発配信

【NEXCO中日本】

５月 ・春の全国交通安全運動
・海コン街頭取締り 【愛知県トラック協会】

・特殊車両通行確認制度講習会（全ト協）
【各県トラック協会】

・過積載防止啓発のHP掲載、情報板の掲出
（通年） 【名古屋高速道路公社】
・取締り実施結果ツイッター（通年）

【中部地方整備局】

・全日本トラック協会主催の「特殊車両通行制度講
習会」をHPで広報 【愛知県トラック協会】
・X（旧ツイッター）に車両制限令遵守啓発配信

【NEXCO中日本】

６月 ・情報便覧収録作業研修会 【静岡県】
・特殊車両通行許可事務の担当者研修会

【静岡県】
・物流の2024年問題に関する講演会の実施

【愛知県トラック協会・中部運輸局愛知運輸
支局・名古屋商工会議所】
・車限令違反者講習会 【NEXCO中日本】

・車両制限令順守啓発のHP掲載、SA,PA,の情報
板にて違反防止の提示（通年） 【NEXCO中日本】

・大口利用者への請求書と併せて、車両制限令遵
守啓発チラシを送付 【NEXCO中日本】

７月 ・夏の交通安全運動 ・特殊車両通行許可申請業務研修会
＜県職員及び市町村職員初任者向け＞

【愛知県】

・大口利用者への請求書と併せて、車両制限令遵
守啓発チラシを送付 【NEXCO中日本】

８月 ・「道の日」イベントでの啓発パネル展示・チラ
シ配布 【浜松市】

・申請窓口で大型車適正通行の啓発チラシ配布
【名古屋市】

・岐阜県過積載防止連絡協議会でのチラシ配布
【岐阜県トラック協会】

・大型車に対する適切な点検整備の実施をチラシを
用いて広報 【愛知県トラック協会】

９月 ・秋の全国交通安全運動
・公共事業違反絶無に向けた現場点検

（～12月）
【中部地方整備局、自治体】

・トラック事業協同組合講習会
【NEXCO中日本】

・車限令違反者講習会 【NEXCO中日本】

・全ト協が制作した点検整備推進運動のチラシを会
員へ広報 【愛知県トラック協会】

・大口利用者への請求書と併せて、車両制限令遵
守啓発チラシを送付 【NEXCO中日本】
・X（旧ツイッター）に車両制限令遵守啓発配信

【NEXCO中日本】

２



（１） 主な活動結果

街頭ＰＲ 講習会等 広報媒体活動

10月 ・中部地域一斉取締り

【中部地方整備局、ＮＥＸＣＯ中日本、名古屋
高速】

・特車制度講習会 【愛知県トラック協会】 ・SNS、HPへの掲載 【岐阜県トラック協会】

・大口利用者への請求書と併せて、車両制限令遵
守啓発チラシを送付（以降、毎月実施）

【NEXCO中日本】
・X（旧ツイッター）に車両制限令遵守啓発配信（以降、
毎月実施） 【NEXCO中日本】

11月 ・海コン街頭取締り 【愛知県トラック協会】 ・トラック事業共同組合講習会（適宜）
【NEXCO中日本】

・物流の2024年問題に関するセミナー（第1

回）の実施【愛知県トラック協会・中部運輸局
愛知運輸支局・名古屋商工会議所】

・メルマガ・会報誌への掲載 【中部経済連合会】
・土木の日（11／18）に合わせ、ＳＮＳにより特車
通行制度や特車の安全通行を啓発する内容を
投稿 【静岡県】

12月 ・年末の交通安全運動 ・特車制度講習会 【愛知県トラック協会】
・物流の2024年問題に関するセミナー（第２

回）の実施【愛知県トラック協会・中部運輸局
愛知運輸支局・名古屋商工会議所】

・特殊車両通行許可事務の市町担当者研修
会 【中部地方整備局・静岡県】

・啓発チラシを会員宛配布 【愛知県トラック協会】
・車両制限令違反車両の取締活動状況のＳＮＳ
投稿（随時） 【名古屋高速道路公社】

1月 ・車両制限令遵守啓発懸垂幕設置（2箇所）
【NEXCO中日本】

２月 ・過積載防止啓発チラシ配布（運送/荷主対象）
【三重県トラック協会】

・特車確認制度説明会【三重県トラック協会】
・物流の2024年問題に関するセミナー（第２

回）の実施【愛知県トラック協会・中部運輸局
愛知運輸支局・名古屋商工会議所】

・ＨＰ，ＳＮＳ、twitterに啓発配信
【愛知県トラック協会】

・メルマガ・会報誌への掲載 【名古屋商工会議所】

３月 ・電光掲示板「過積載防止」啓発 【浜松市】
・愛知県過積載防止連絡会議より要請文発信

【運輸局】

３
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（２） 広報活動 （中部地方整備局の活動）

～

○ 講習会等の実施

2023.12.１ 名古屋市公会堂

○ 違反動画作成（協力：愛知県トラック協会）

2023.11.23～26日 ITSワールド
2023.12.6～9日 建設技術フェア

○ 広報活動の実施

① 公益財団法人主催
の講習会において、建
設関係者に対し、特殊車
両通行制度について講
話を行い、大型車両の
適正通行に関する理解
を深めるとともに、特殊
車両通行確認制度の利
用促進を図った。

中部地方整備局専用
ブースにおいてETC2.0の
運用例（特車新制度・特
車ゴールド制度）の広報
及び協議会チラシを配付。

② 三重県トラック協会
主催の特殊車両通行確
認制度勉強会において、
当制度の説明を行い、
当制度の利用促進を
図った。

2024.2.7 三重県トラック協会

特殊車両に係る主な違
反（無許可、車両諸元違
反、通行経路違反）の事
例動画を実車を用いて
作成し、適正化協議会
HPに掲載するとともに、
協議会委員へ配信し関
係者への周知広報を依
頼した。



■ 新聞各紙へ掲載し、特車制度の情報 ・ 制度の周知

■ 特車取締結果の情報 X（旧twitter）

SNS、ツイッター、WEBなどでの広報各種活動を情報発信

（２） 広報活動 （中部地方整備局の活動）

５

■ YouTube、Tverへの投稿

※ R6.3 業界紙へ掲載予定



■ 名古屋市

（２） 広報活動（各委員の活動）

■ 中日本高速道路（株）

○啓発チラシの配布
道路ふれあい月間に特車申請に来庁した方に対して大型
車通行適正化に関するチラシを配布し、啓発活動を実施。

○啓発チラシの配布
交通安全運動や車限令違反者講習会などの機会に、
特に軸重超過に関するチラシを配布し、啓発活動を実施。

■ 愛知県トラック協会

○車輪脱輪事故防止啓発ポスターの掲示
中部トラック総合研修センターにポスターを掲示し、物流関係
者の車輪脱輪事故防止意識の向上を図った。

６

■ 静岡県トラック協会

○過積載防止等大型車通行適正化の啓発チラシ配布
全会員あてに過積載防止等の大型車通行適正化を目的
としたチラシを配布し、啓発活動を実施。



（２） 広報活動（各委員の活動）

■ 浜松市

７

■ 中日本高速道路（株）

■ 三重県トラック協会

令和５年９月１４日、静岡県貨物運送協同組合にて車両
制限令についての講習会を実施し、大型車通行許可に関
する理解を深めた。

■ 中部経済連合会

○ メルマガでの周知協力
会員（約1,350社）へメルマガにて「大型車通行適正化に向
けた中部地域連絡協議会ＨＰ」の改定案内（違反動画掲載）
を配信し周知を図った。
【活動時期】
令和５年11月７日

■ 名古屋商工会議所

○ メルマガでの情報発信
大型車通行適正化を目的とした啓発メッセージとともに大
型車通行適正化啓発ビデオにアクセスできるＵＲＬをメルマ
ガに掲載
【活動時期】
令和６年２月７日

■ 静岡県トラック協会

○ 事業者を対象とした講習会の実施
会員事業者を対象に特殊車両通行制度の基本的な内容に
ついて、理解を深めることを目的とした講習会を実施
【活動時期】
令和５年５月１２日

○ 特殊車両通行確認制度の講習会
特殊車両通行確認制度の利用促進を図るため、当制度の
概要及びシステムに対する講習会を開催し理解を深めた。

実施
【活動時期】
令和６年２月７日
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無許可や条件違反、積載超過車両を一掃
中部地域１３カ所で一斉取締りを実施

計測台数３３台 違反検挙台数１１台
（措置命令４台、警告７台）

中部地域一斉取締り
【中部地方整備局、中部運輸局、高速道路各社、警察で連携して同時実施】

・ 令和５年10月11日 （水） 13：30  ～ 15：30
・ ６県、１３箇所の国道及び高速道路等

（３） 取締り活動（中部地域一斉取締り）

措置命令 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 1 0 - 4

指導警告 0 1 1 1 1 0 1 2 0 0 0 0 - 7

5222

○全１３箇所で、測定台数33台、違反車両11台（措置命令４台、指導警告７台）

⑬⑫⑪⑩⑨

測定台数 0235

③

12522

②① 計

33

取締り場所 ⑧⑦⑥⑤④



（３） 取締り活動（現地取締り・街頭指導）

■ 現地取締りの様子

■ 中日本高速道路（株）

＜中日本高速道路（株）名古屋支社＞ ＜名古屋高速道路公社＞

＜岐阜県警察本部・中部運輸局＞

■ 中部地整取締り結果（令和６年１月末）

■ その他の現地取締り活動

〇 過積載取締り強化期間の実施
静岡県下において過積載集中取締りを実施し、
１２７台の重量測定を行い、９件の違反を検挙した。
（実施期間：令和５年１１月７日～１１月９日）

〇車両制限令取締りにおける効率的取り組み
①現地取締
データ分析により、利用頻度の高いIC（浜松IC・浜松浜北IC）や通行時間帯
で取締りを実施。
②本線型軸重計取締り
管内10カ所の本線型自動計測装置を用いて軸重超過車両の捕捉。

① ②

145 54 30 2 7 10 0 5

% 37.2 55.6 3.7 13.0 18.5 0.0 9.3

159 64 32 4 8 6 0 14

% 40.3 50.0 6.3 12.5 9.4 0.0 21.9
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無許可扱い

＜静岡県警察本部＞

〇 高速道路（伊勢湾岸道）における現地取締り
中日本ハイウェイパトロール名古屋（株）とともに
車両制限令違反車両の取り締まりをみえ川越ICに
おいて実施。
（実施期間：令和５年３月２７日）

＜三重県警察本部＞

９



公共工事における特殊車両通行許可の確認等一斉点検の実施

工事計画の打ち合わせ段階から
＜ チェックと指導を ＞

（４） 公共事業違反絶無の取組み

10

（国道事務所用）



（４） 公共事業違反絶無の取組み

11

■ 対象工事
令和５年９月１日から同年１２月３１日（原則）の期間において特殊車両の通行が関わる工事

■ 点検件数
・ 中部地方整備局：主任監督員毎に１工事
・ 自 治 体 等：自治体又は高速道路会社毎に１工事

■ 点検内容
・ 施工計画書への記述状況
・ 許可証の有無及び内容
・ 運行記録、確認状況の記録等

■ 点検結果

法令違反はないが、
適正運行に係る管理
意識が不十分な点が
見受けられた。

発注者による管理監
督を徹底し、継続して
実施する必要がある。



■ 特殊車両通行許可申請業務研修会【愛知県】

12

■ 特殊車両通行許可事務の市町担当者研修【静岡県】

（５） 審査システム等の電子化の推進

■ 道路情報便覧収録の強化
＜国の方針＞
・道路情報が電子化されていない道路のうち、重点的に
電子化すべき経路を特定し、R8年度までに概成
※ 重点的に電子化すべき経路
・ H30～R2年度の3年間のうち2か年以上申請が
あった区間（約２万km）
・ 毎年新たに発生する未収録経路（年間6,000km）

（出典：第23回物流小委員会（R5.7））



※ 違反率＝計測台数に対する違反台数の割合

• 協議会発足後、取締強化の法整備と関係機関の取組みを行い違反率は大幅に減少
したが、令和２年度以降、違反率は横這い傾向にある。

• 更なる違反率の減少を図る広報手段等の検討が必要

13

（６） 活動の効果検証 （現地取締り結果の分析）

現地取締りにおける違反率の推移

発足後

大
型
車
通
行
適
正
化
協
議
会

（違反率77％）

（違反率40％）

H２７年度の違反率を「100」とする
各年度の指数推移



無許可

50%

連結違反

6%

経路違反

13%

車両諸元違反

9%

通行条件違反

0%

許可証不携帯

22%

中部地整における現地取締りの違反内容

• 今年度（R6.1末）は現地取締りで159台測定し、64台の車両に対して警告・措置命令を行った。
• 違反内容は、無許可が半数を占め、次いで許可証不携帯が約2割とやや増加傾向。
• 道路を劣化させる要因となりうる無許可や許可内容に対する違反は、令和2年度以降やや減少傾
向にある。

（６） 活動の効果検証 （現地取締り結果の分析）

実施回数： 72回
測定台数：159台
違反台数： 64台
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無許可 連結違反 経路違反

車両諸元違反 通行条件違反 許可証不携帯

違反率

74

62

54

違
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台
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台)

違
反
率

64

◆違反台数の推移◆違反の割合（令和5年度）

※違反率：違反台数/測定台数

※令和６年１月末現在

無許可 ：許可申請手続きを一切していない。

連結・経路・車両諸元・通行条件違反 ：許可を取得しているものの、許可内容に違反している。

許可証不携帯 ：許可を取得しているものの、許可証を携帯していない。

注）
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中部地整における現地取締り違反内容

• 違反内容が無許可の車両のうち、約9割近くが”寸法超過”に関わる違反となっている。
• 寸法超過の無許可車両のうち約4割が空荷（積荷なし）であり、寸法超過における制度の周知、遵
法意識の醸成が必要。

（６） 活動の効果検証 （現地取締り結果の分析）

トレーラ 寸法 重量かつ寸法 総計

海コン 22 3 25

一般セミ
(あおり型)

4 11 15

一般セミ
(バン型)

8 8 16

一般セミ 6 6 12

一般セミ
(コンテナ用)

5 4 9

一般セミ
(スタンション型)

2 6 8

一般セミ
(タンク型)

3 4 7

寸法, 45%

寸法かつ

重量, 40%

重量, 4%

不明, 

10%

寸法 寸法かつ重量 重量 不明

◆無許可車両の違反諸元の内訳
◆無許可（寸法）の主な車両

注） 無許可：許可申請手続きを一切していない限度超過車両。

◆無許可（寸法）の積荷の内訳

積荷あり

63%

積荷なし

37%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

※令和2年～5年度（令和６年１月末現在）

違反の諸元 R2 R3 R4 R5 総計

寸法 13 17 10 16 56

寸法かつ重量 11 14 12 13 50

重量 2 2 1 0 5

不明 3 0 7 3 13

総計 29 33 30 32 124
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H27.4月 H28.4月 H29.4月 H30.4月 R1.4月 R2.4月 R3.4月 R4.4月 R5.4月

最長60日
（H28.6 ）

最短13.6日
（R4.3 ）

6.7

平
均
審
査
日
数
（
日
）

許
可
件
数
（
万
件
）

7.4
8.6

9.5

11.3

13.3 13.5

8.7※

11.9

• 協議会発足後、特殊車両通行許可はH27からR３までに約２倍に増加。
• 審査業務処理の改善、道路情報便覧の電子化等に取り組んだ結果、R２にはH29当時の半分以下
の審査日数を実現したが、令和５年には再度長期化へ転じた。
【長期化への対策】 ※ 道路情報便覧の収録強化
・ 協議なし案件の増加により、審査負担の低減を図る。
・ 特殊車両通行確認制度への移行促進により、申請数の減少を図る。

中部地整管内の許可件数と審査日数の推移

許可件数(年度計） 平均審査日数（12か月移動平均）

※R5年度はR5.4～R6.1までの10か月

（６） 活動の効果検証 （審査日数等）

横ばい
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（６） 活動の効果検証（物流関係者向けWebアンケート）

【アンケート結果】

17

⚫ 道路の老朽化問題の認知度は約３割

⚫ 大型車の通行適正化に係る法令に関する認知度は約６割。

⚫ オンライン申請や特殊車両通行確認制度の認知度は約2割。
昨年度と比較すると認知度はやや増加傾向だが全体的に低い傾向。

⚫ 重量超過車両の違法な走行実態等の効果的な周知方法として、
「SNSによる情報提供」や「ラジオCM」「新聞広告」等の意見を確認。

⚫ 情報提供媒体として、LINEやYouTube等を利用する割合が高いため、

SNSの広告利用や動画コンテンツを作成することも有効と考えられる。

➢ 現在の取り組み（新聞広告やSNSなどの広報活動）を継続し、荷主や運
送事業者への遵法意識の醸成を図る。

➢ 特殊車両通行確認制度の広報活動や道路情報便覧の収録などの電子化を
継続することで、特殊車両通行確認制度の利用や特車審査の迅速化を促
し、申請負担の軽減を図る。
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岐阜県 静岡県 愛知県 三重県

回答者数 物流会社 トラックドライバー 荷主

物流会社
49%

トラックドライバー

37%

荷主

14%

N＝1,000

（６） 活動の効果検証（物流関係者向けWebアンケート） 【参考１】

大型車の通行適正化に係る法令の知識や特車申請、特車違反の取締に係る認知度を問うアンケートを実施（R5.１1月実施）
サンプル数：1,000人
設 問 内 容：大型車両通行適正化と特車申請、道路構造の保全に関する事項等
回答者の属性：（岐阜、静岡、愛知、三重県在住者で、物流関係の仕事に従事されている方）

◆物流関係者の内訳 ◆地域別の回答者数

◆職種の内訳

18

5%

6%

1%

14%

20%

24%

7%

38%

58%

46%

81%

36%

9%

14%

4%

7%

4%

7%

2%

1%

4%

2%

5%

4%

1%

1%

0.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

物流会社

トラックドライバー

荷主

経営者・役員 会社員（総合職） 会社員（一般職） 契約社員・派遣社員 パート・アルバイト 自営業 その他

1,000

492

373

135



27%

28%

26%

27%

43%

42%

42%

46%

24%

24%

24%

23%

7%

6%

8%

4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

物流会社

トラックドライバー

荷主

知っている 聞いたことがあるが内容は知らない 全く知らない 関心が無い

1,000

492

373

135

◆昨年度との比較

• 道路（橋梁含む）等が老朽化している問題について全体の27％が「知っている」と回答。
• 「聞いたことがあるが内容は知らない」「全く知らない」「関心がない」と回答した割合は全体で73％であった。
⇒道路（橋梁含む）等の老朽化問題の内容を含めた広報を継続する必要がある。

• 重量を超過しての走行が老朽化の原因の１つであることについて「聞いたことはない」との回答は全体の22％であった。
• 老朽化の原因の１つが超重量車両の走行であることの認知度はやや増加。（対昨年）

【道路（橋梁含む）等の老朽化問題に関する認知度】
1.全国的に道路（橋梁含む）等が老朽化している問題をご存じですか。(Q1)

（６） 活動の効果検証（物流関係者向けWebアンケート） 【参考２】

29%

27%

45%

43%

22%

24%

4%

7%

昨年度（R4）

今年度（R5)

1,000

1,000
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29%

29%

32%

21%

48%

48%

46%

56%

22%

23%

22%

23%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

物流会社

トラックドライバー

荷主

聞いたことがあり内容も知っている 聞いたことはあるが内容は知らない 聞いたことはない

1,000

492

373

135

◆昨年度との比較

2.重量の上限値を大きく超えて走行する車両は、道路（橋梁含む）の老朽化の原因となることをご存じですか。(Q3)

※昨年度（R4）は、「関心がない」の回答を除く

27%

29%

39%

48%

34%

22%

昨年度(R4)

今年度(R5)

1,000

960



34%

35%

38%

24%

49%

47%

47%

61%

17%

18%

15%

16%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

物流会社

トラックドライバー

荷主

聞いたことがあり内容も知っている 聞いたことはあるが内容は知らない 聞いたことはない

1,000

492

373

135

4.車両に積むことができる荷物の大きさの上限も法令で決められています。このことを知っていますか。(Q4)

（６） 活動の効果検証（物流関係者向けWebアンケート） 【参考３】

• 重量などの上限が法令で決まっていることについて全体の約63％が「知っている」と回答。
大型車通行適正化に係る法令に関する認知度は昨年度に比べ増加。

• 車両に積むことのできる荷物の上限が法令で決められていることについて、全体の約34％が「聞いたがことがあり内容も知っ
ている」と回答。属性別に比較すると「荷主」の認知率が最も低い（約24％）。
⇒大型車通行適正化に係る法令については、継続して荷主を含めた物流業界全体への広報を行う必要がある。

◆昨年度との比較

36%

34%

47%

49%

17%

17%

昨年度（R4）

今年度（R5)

1,000

1,000

20

【大型車の通行適正化に係る法令に関する認知度】

63%

62%

66%

55%

30%

31%

28%

37%

7%

7%

6%

8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

物流会社

トラックドライバー

荷主

知っている 聞いたことがあるが内容は知らない 全く知らない

960

471

349

131

◆昨年度との比較

3.道路を走行できる車両には重量などの上限が法令で決まっています。このことをご存じですか。(Q2)

※今年度（R5）は、「関心がない」の回答を除く

37%

63%

47%

30%

16%

7%

昨年度（R4）

今年度（R5)

960

1,000



20%

23%

17%

13%

34%

34%

35%

33%

46%

43%

48%

54%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

物流会社

トラックドライバー

荷主

聞いたことがあり内容も知っている 聞いたことはあるが内容は知らない 聞いたことはない

1,000

492

373

135

36%

38%

39%

21%

47%

43%

47%

57%

17%

18%

15%

16%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

物流会社

トラックドライバー

荷主

聞いたことがあり内容も知っている 聞いたことはあるが内容は知らない 聞いたことはない

1,000

492

373

135

◆昨年度との比較

◆昨年度との比較

6.道路管理者が設置している窓口に出向いて通行許可の申請を行うことが出来ますが、申請者の負担軽減のため、オンラインで
申請することが可能となっています。このことをご存じですか。(Q6)

5.一定の大きさや重さを超える車両（特殊車両）の通行は、あらかじめ道路管理者に対して特殊車両通行許可申請（以降、特車申
請という）を行い、通行許可を得る必要があります。このことをご存じですか。(Q5)

【特殊車両通行許可申請に係る知識】

（６） 活動の効果検証（物流関係者向けWebアンケート） 【参考４】

• 特殊車両の通行には、通行許可が必要であることについて全体の83％が「聞いたことがある」と回答。
昨年度と比較し微増ではあるがほぼ変化なし。

• 特車通行許可のオンライン申請が可能にであることについて全体の54％が「聞いたことがある」と回答。
昨年度と比較し増加しているが、半数近くが「聞いたことはない」と回答。

⇒オンライン申請については、内容を含めた周知や広報活動を継続する必要がある。

33%

36%

48%

47%

19%

18%

昨年度（R4）

今年度（R5)

1,000

1,000

17%

20%

31%

34%

52%

46%

昨年度（R4）

今年度（R5)

1,000

1,000
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17%

19%

15%

11%

32%

31%

34%

30%

52%

50%

51%

59%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全体

物流会社

トラックドライバー

荷主

聞いたことがあり内容も知っている 聞いたことはあるが内容は知らない 聞いたことはない

1,000

492

373

135

◆昨年度との比較

7.あらかじめ登録した車両について、オンラインシステムで自動的に通行可能経路を確認し、即時に複数経路の回答を受け通行する
ことができる「特殊車両通行確認制度」（令和4年4月1日施行）を知っていますか。(Q7)

【特殊車両通行確認制度に係る知識】

（６） 活動の効果検証（物流関係者向けWebアンケート） 【参考５】

16%

17%

28%

32%

56%

52%

昨年度（R4）

今年度（R5)

1,000

1,000

• 令和4年度より開始された特殊車両通行確認制度について、全体の52％が「聞いたことがない」と回答。
⇒特殊車両通行確認制度については、制度の内容を含めた周知や広報活動を継続する必要がある。
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◆昨年度との比較

◆昨年度との比較

8.道路の構造を守り、道路交通における安全性を確保するため、特殊車両を通行する際の手続きが適正に履行されているかを確認し、
違反車両に対して必要な措置を命じることを目的に、全国で特車違反の取締が行われていることをご存じですか。(Q8)

9.取締において違反を確認した場合には、運転者だけで無く、荷主に対しても罰則が定められています。このことをご存じですか。
(Q9)

【特車違反の取締に係る法令に関する認知度】

（６） 活動の効果検証（物流関係者向けWebアンケート） 【参考６】

28%

30%

41%

43%

31%

27%

昨年度（R4）

今年度（R5)

1,000

1,000

37%

41%

37%

37%
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22%
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今年度（R5)

1,000

1,000

• 特車違反の取締が全国で行われていることについて全体の約73％が「聞いたことがある」と回答。認知度はやや増加している。
• 違反を確認した場合、運転手だけでなく、荷主に対しても罰則があることについて、荷主の約27％が「聞いたことはない」と回答。
属性別に比較すると荷主の認知度が最も低い。

⇒荷主に対する罰則が定められていることは、物流業界（特に荷主）への周知や広報活動を継続する必要がある。
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テレビCM, 30%

テレビ関連, 25%

動画サイト, 
10%

講習会・社内教育,
10%

荷主・運送業者への啓発,
7%

その他, 18%

N = 71

(複数回答）

【道路の老朽化問題や重量超過車両の違法な走行実態の周知方法】

10.道路の老朽化問題や重量オーバーの違法な走行実態について広く国民の皆様に知っ
ていただくには、どのような取組を実施すると効果があると思われますか。(Q10) 

11.日頃、最もよく利用（閲覧）している
SNSは次のうちどちらですか。(Q11)

【SNSの利用状況】

（６） 活動の効果検証（物流関係者向けWebアンケート） 【参考７】

• 道路の老朽化問題や重量超過車両の違法な走行実態を周知する方法としては「SNSによる情報提供」が最も多く、次いで「ラ
ジオCM」「新聞広告」となっている。その他の意見では、テレビ関連の周知方法が多く挙げられた。

• SNSの利用状況は、「LINE」と「YouTube」が合わせて全体の約72％を占めている。
⇒道路の老朽化問題や重量超過車両の違法な走行実態の周知方法として、「LINE」や「YouTube」を活用することが考えられる。

X(Twitter)
13%
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37%

Youtube
35%

その他

2%

N＝1,000
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ラジオCM SNSによる情報提供 イベントの実施 その他

回答者数 物流会社 トラックドライバー 荷主

その他の
内訳
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３ 令和６年度活動方針（案）

（１） 基本方針

（２） 主な活動内容

（３） 効果的な広報活動の推進

（４） 効果的な指導取締りの推進

（５） 審査システム等の電子化の推進

資料２



1

審査システム等の
電子化の推進

○ 道路管理者
・ 中部地方整備局
・ 県、政令市

（その他自治体）
・ NEXCO中日本
・ 名古屋高速

特車通行許可手続き等
の負担軽減・効率化

大型車の適正通行の促進・充実

効果的な指導取締り

○ 道路管理者
・ 中部地方整備局
・ 県、政令市

（その他自治体）
・ NEXCO中日本
・ 名古屋高速

○ 各県警察

効果的な広報活動
（制度の広報・周知）

○ 民間企業団体
・ 各県トラック協会
・ 東海商工会議所連合会

・ 中部経済連合会
○ 道路管理者
○ 各県警察

・ 特車通行制度不知の解消
・ 遵法意識の醸成

（１） 基本方針（案）



（２） 主な活動内容
街頭活動 講習会等 広報媒体活動

４月 ・春の全国交通安全運動
・大型車通行適正化に向けた取締り（通年）

【道路管理者・各県警察・運輸局】

・新制度に関する説明会等（随時）
【中部地方整備局・関係機関】

・事務所安全大会等での周知（随時）
【中部地方整備局】

・車限令違反者講習会（毎月）
【NEXCO中日本】

・道路情報便覧収録に係る道路管理者説明
会 【中部地方整備局、道路管理者】

・ＷＩＭ情報板を活用した啓発活動（要検討）
【中部地方整備局】

・メルマガ・会報誌への掲載
【名古屋商工会議所】

・過積載防止等大型車通行適正化の啓発に係る会
報誌・HPへの掲載（随時） 【静岡県トラック協会】

・大口利用者への請求書と併せて、車両制限令遵
守啓発チラシを送付（毎月） 【NEXCO中日本】
・X（旧ツイッター）に車両制限令遵守啓発配信（毎
月） 【NEXCO中日本】
・車両制限令順守啓発のHP掲載、SA,PA,の情報
板にて違反防止の掲示（通年） 【NEXCO中日本】

５月 ・海コン街頭取締り 【愛知県トラック協会】 ・初任者向け研修会（約３ヶ月毎） 【三重県】
・特殊車両通行許可手続き説明会

【三重県トラック協会】
・特殊車両通行許可申請業務研修会
＜県職員及び市町村職員初任者向け＞

【愛知県】

・過積載防止啓発のHP掲載、情報板の掲出
（通年） 【名古屋高速道路公社】
・取締り実施結果ツイッター（通年）

【中部地方整備局 ・ 国道事務所】

６月 ・情報便覧収録作業研修会 【静岡県】
・特殊車両通行許可事務の担当者研修会

【静岡県】

・車両制限令順守啓発のHP掲載、SA,PA,の情報
板にて違反防止の提示（通年） 【NEXCO中日本】
・情報板にて車両制限令順守啓発の掲示（適宜）

【NEXCO中日本】

７月 ・夏の交通安全運動 ・特車申請担当者勉強会 【岐阜県】
・特車申請要領講習会【三重県トラック協会】

８月 ・道路ふれあい月間「道の日」イベントでの啓
発チラシ配布 【静岡県】
・いが道の駅キャンペーン

【三重県トラック協会】

・「道の日」イベントでの啓発パネル展示・チラ
シ配布 【浜松市】

・特車申請窓口で大型車適正通行の啓発チラシ配
布 【名古屋市】
・岐阜県過積載防止連絡協議会でのチラシ配布

【岐阜県トラック協会】

９月 ・秋の全国交通安全運動
・公共事業違反絶無に向けた現場点検

【中部地方整備局、道路管理者】

・トラック事業協同組合講習会（適宜）
【NEXCO中日本】

2

各取り組み時期は暫定

※ ：強化取り組み、斜体：新規取り組み



（２） 主な活動内容

街頭活動 講習会等 広報媒体活動

10月 ・トラックの日啓発チラシ配布
【三重県トラック協会】

・中部地域一斉取締り

・新制度に関する説明会等（随時）
【中部地方整備局・関係機関】

・事務所安全大会等での周知（随時）
【中部地方整備局】

・特車制度講習会 【愛知県トラック協会】

・SNS、HPへの掲載
【岐阜・三重県トラック協会】

・メルマガ・会報誌への掲載
【名古屋商工会議所】

・ 中部一斉取締り結果HP等掲載
【中部地方整備局】

11月 ・海コン街頭取締り 【愛知県トラック協会】
・トラックフェスタで啓発チラシ配布

【三重県トラック協会】

・トラック事業共同組合講習会（適宜）
【NEXCO中日本】

・メルマガ・会報誌への掲載
【中部経済連合会】

・土木の日（11／18）に合わせ、ＳＮＳにより特車
通行制度や特車の安全通行を啓発する内容を
投稿 【静岡県】

12月 ・年末の交通安全運動 ・特車制度講習会 【愛知県トラック協会】 ・啓発チラシを会員宛配布
【愛知県トラック協会】

・車両制限令違反車両の取締活動状況のＳＮＳ
投稿（随時） 【名古屋高速道路公社】

1月 ・特車申請要領講習会
【三重県トラック協会】

２月 ・過積載防止啓発チラシ配布（運送/荷主対
象） 【三重県トラック協会】

・ＨＰ，ＳＮＳ、twitterに啓発配信
【愛知県トラック協会】

３月 ・電光掲示板「過積載防止」啓発 【浜松市】
・愛知県過積載防止連絡会議より要請文発信

【運輸局】

各取り組み時期は暫定

3※ ：強化取り組み、斜体：新規取り組み



（２） 主な活動内容（委員の活動内容）

中部地方整備局

○ 特車取締りの実施
・現地取締り強化
・WIM取締り強化

○ 特車制度の周知徹底
・街頭活動
・広報活動

○ 公共工事の現場点検
○ 各種情報提供
○ 他機関支援
・他機関との連携

○ 特車新制度の普及促進
○ 審査システム等電子化
の推進

県・政令市

○ 公共工事の現場点検
○ 特車取締りの実施
○ 特車制度の周知徹底
・各種講習会

○ 広報活動の強化
・ツイッター等SNS
・チラシ等の作成
・テレビ、ラジオ

○ 特車新制度の普及促進
○ 審査システム等電子化
の推進

高速道路会社・公社

○ 特車取締りの強化
○ 大型車両に配慮した
SA・PA等の整備

○ 広報活動の強化
・ツイッター等SNS
・電光掲示板
・横断幕、懸垂幕
・テレビ、ラジオ

○ 工事現場等の点検
○ 特車新制度の普及促進
○ 審査システム等電子化
の推進

中部地方整備局管内の特殊車両業務取り扱い事務所
経済団体

○ HP等による制度の周知
○ 各種講習会の実施
○ 法令順守街頭指導
○ 事業者の取組紹介

○ 荷主企業・団体に対する啓発活動
○ 会報誌による制度の広報周知
○ 特車新制度の普及促進

4



（３） 効果的な広報活動の推進 （一般周知（SNS、会報誌等））

■ 協議会参加の自治体の他、市町にも働きかけ、広報誌への啓発記事の掲載を依頼
SNS・WEB・会報誌ページ ～ チラシサイズ等、スペースに合わせて事務局から素材を提供可能

5



（３） 効果的な広報活動の推進 （一般周知（違反事例動画の活用））

６

■ 各種会議における教養動画の活用

・無許可
・車両諸元違反
・通行経路違反

https://www.cbr.mlit.go.jp/road/o
ogatasha_tekisei/index.html



■ 操作マニュアル（動画）の周知

（３） 効果的な広報活動の推進 （特殊車両通行確認制度の周知）

○特車登録センターサイト内

７

https://www.tks.hido.or.jp/



「関連箇所取締り」の継続推進「関連箇所取締り」の継続推進

◇ 大型車両の通行適正化の促進においては、現適正通行車両の士気の維持も重要な要素であ
ることから、「逃げ得は許さない。」の精神のもと、違反車両の発見・指導等を強力に進める必要
がある。

◇ 高速道路各社と国道事務所で連携し「関連箇所取締り」を実践し、逃げ得を一網打尽

各道路管理者が関係機関と連携・調整を図りながら、「関連箇所取締り」を実施
し、より効果の高い取締りを推進する。
【案】中部地域一斉取締り：１０月予定

８

関連箇所取締りの推進

種別 長所 短所

一斉・合同

取締り

・高い広報効果
（報道されやすい）
・高い波及効果

・遊撃的な実施が困難

個別取締り
・遊撃的な実施が可能 ・広報効果が低い

（報道されにくい）
・波及効果が限定

関連箇所

取締り

・高い波及効果
・逃げ得を回避

・関係機関との調整

（４） 効果的な指導取締りの推進 （現地取締り）



９

（４） 効果的な指導取締り（公共事業違反絶無の取組み）

■ 公共工事に関わる特殊車両の通行適正化指導を徹底することにより、特殊車両に関
わる業界の意識高揚を促す。
■ 公共事業に関わる全機関において、発注者による現場点検を実施

建設工事関係者のための特殊車両通行ハンドブックを活用した現場点検



１０

国交省 中部地方整備局 土木工事特記仕様書 ～抜粋～

（４） 効果的な指導取締り （公共事業違反絶無の取組み）

特仕1－1－1－33 交通安全管理



１ 道路情報便覧収録の推進
・ 道路情報便覧の電子化率を飛躍的に向上させるため、法定協議による収録を実施
・ 協議路線は、通行許可実績等を踏まえ、優先的に収録すべき区間を選定

（５） 審査システム等の電子化の推進

◇審査の迅速化は、一定の成果が認められる一方、短縮傾向が頭打ちの状況となっている。
◇道路情報便覧の収録をはじめ、審査システムにおける電子化を推進し、特車通行に係る
制度・施策の普及に努め、申請者の負担軽減及び効率化を図る必要がある。

・ 協議なし案件の増加
・ 新制度における通行可能経路の拡充

１１

効果

＜国の方針＞
・道路情報が電子化されていない道路のうち、重点的に
電子化すべき経路を特定し、R8年度までに概成
※ 重点的に電子化すべき経路
・ H30～R2年度の3年間のうち2か年以上申請が
あった区間（約２万km）
・ 毎年新たに発生する未収録経路（年間6,000km）

（出典：第23回物流小委員会（R5.7））



４ その他

（１） トラックGメンについて（中部運輸局）

（２） 大雪時の車両通行について（注意喚起）

資料３



（１） トラックGメンについて

１



（１） トラックGメンについて

２



（１） トラックGメンについて

３



（１） トラックGメンについて

４



５



６



（２） 大雪時の車両通行について（注意喚起）

７

■ 道路交通確保の対策方針

● 大雪時の道路交通確保に対する考え方の転換
「出来るだけ止めない」から「人命最優先に車両滞留を徹底的に回避」に転換

● 道路利用者等への事前の情報提供
大雪が予測される降雪の３日前から出控えや広域迂回を要請する情報を提供

● 高速道路と並行する国道の同時通行止め
短期間集中的な大雪による車両の滞留が予見される場合には、高速道路と並行する国道などを同時に躊躇

なく通行止めを実施

■ スタックによる滞留状況

○ １車線を塞いで立ち往生(R6.1.24)○ タイヤチェーン装着のため車道上に停車(R4.12.24）



（２） 大雪時の車両通行について（注意喚起）

８

■ 大雪による通行止め（緊急発表）



（２） 大雪時の車両通行について（注意喚起）

情報サイトへはこちらから

冬のドライブなび中部
https://www.cbr.mlit.go.jp/road/fuyumichi.html

■各事務所のX「旧Twitter」へアクセス

■ライブカメラで現地状況を確認

■道路の積雪・凍結状況を確認

○雪みち情報を各種提供、主な内容は下記

９

■ 雪みち情報収集サイト

https://www.cbr.mlit.go.jp/road/fuyumichi.html


（２） 大雪時の車両通行について（注意喚起）
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